
教育課程の見直しで 

週時間の削減や放課後の時間の確保を目指そう。 

令和 5 年 8 月 28 日に「教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施策（提言）」

より抜粋。（ｐ4～5 の一部） 

(2)各学校における授業時数や学校行事の在り方の見直し  

○ 全ての学校で、管理職はもちろん、教師一人一人がカリキュラム・マネジメントの充実に

努めることが重要であり、標準授業時数を大きく上回って教育課程を編成・実施（＊11）してい

る学校が一定数存在する状況も踏まえ、以下の観点から、全ての学校において、授業時数につい

て点検した上で、令和６年度以降の教育課程の編成に臨む必要がある。  

・児童生徒の学習状況等や教職員の勤務の状況  

・当該校における近年の休校や学級閉鎖等の状況  

・教育課程の編成・実施における授業時数の配当や運用の工夫が可能かどうか  

・指導体制の見直し・改善が可能かどうか  

なお、上記の観点を踏まえ、可能な学校においては、各学校の実情を踏まえ、令和６年度を待

つことなく、今年度途中からであっても改善を進めるべきである。 

○ 特に、令和５年度当初において標準授業時数を大幅に上回って（年間 1,086 単位時間以上

＊13 ）いる教育課程を編成していた学校は、令和６年度以降の教育課程編成において、見直す

ことを前提に点検を行い、指導体制や教育課程の編成の工夫・改善等により、指導体制に見合っ

た計画とする必要がある。当該学校を所管する教育委員会は、学校における教育課程編成の改善

が適切に行われるよう指導助言する必要がある。 

         ＊以下注釈 

（＊11）標準授業時数を踏まえて教育課程を編成したものの災害や流行性疾患による学級閉鎖

等の不測の事態により当該授業時数を下回った場合、下回ったことのみをもって学校教育法施行

規則に反するとされるものではなく、災害や流行性疾患による学級閉鎖等の不測の事態に備える

ことのみを過剰に意識して標準授業時数を大幅に上回って教育課程を編成する必要はない。（「平

成 30 年度公立小・中学校等における教育課程の編成・実施状況調査の結果及び平成 31 年度以

降の教育課程の編成・実施について（平成 31 年３月 29 日付初等中等教育局長通知）」や「「令和

４年度公立小・中学校等における教育課程の編成・実施状況調査」の結果について（令和５年４

月 21 日付事務連絡）」）など。  

（＊13）学校における働き方改革答申において標準時数を大きく上回った授業時数と指摘 


